

























「よ り多 くの利潤 ・より高 い利潤率」 を求 めて
の個別諸資本の新技術導入 は,社 会 的総資本 の平
均的資本構成を高度化 せ しめ,個 々の資本の意図
に反 して,社 会 的総結果 としては逆 に,平 均利潤
率 の傾向的低落 を もた らす。 このきわめてパ ラ ド
キ シカルな論理 によって規定 され る 「利潤率傾向
的低 下法則」が,資 本主義経済 の長期動態過程の
背後 に貫徹せざ るを得 ないとす るな らば,そ の理
論的根拠 はどこにあ るのか。 またこの 「法則」の
貫徹を不可避 な らしめる個別諸資本 の競争過程の
メカニ ズムは如何な るものであるのか。 この問題
をめ ぐっては,こ れまで,争 点 を異 にす るいくつ
かの論争が展開されて きた。 そ して論争を きわあ
て巨視的に概観す るな らば,「法則」批判 とそれに
対す る反批判 の系譜は,次 の二段階を経て今 日に
至 っていると言えよう。
まず第一段階 は,よ り高い利潤率 を求めての個
別諸資本 の新技術導入 の結果,資 本 の有機 的構成
が高度化す るとして も,そ れが もた らす労働生産
性の向上 は剰余価値率 をもまた上昇 させ るのであ
り,し たが ってこの両者 の関係如何 によって平均
利潤率 の変動方向 は不確定 とされなければな らな
いとい う,ス ウ ィー ジ」)(Paul.M.5weezy)の見
解 に代表 され る所説 をめ ぐっての ものであ る。し
か しこの,資本 の有機的構成の高度化 という利潤
率低下 要因 に対 して,剰余価値率 の上昇 とい う反
対要因を対置 させる ことによ る 「法則」批判 は,
富塚良三氏 曾}および ローマ ン ・ロス ドルスキー〔3)
(RomanRosdolsky)によ って示 された次の論理 に
よ って最 終的 に論破 された と言え よ う。す なわ
ち,労 働生産性上昇の結果,可 変資本価値が如何
に低下 した と して もV>0で あ り,し た が って
M/(C+V)<(V+M)/Cであるか ら,不変資本
価値(C)に対す る充用労働力量,し たが ってそれ
によ って生み出 され る価値生産物量(V+M)が
次第 に低 下してゆ くな らば,剰 余価値率が如何 に
上昇 した として も,そ れによる利潤率低下阻 止に
は,い わば質的に超え得 ない作用限界 が劃 されて
い るのであると。
「法則」成立の理論的根拠 をめ ぐって争 われ た
論争 の この第一段 階 を経 て,第 二段 階 にお いて
は,富 塚氏お よび ロス ドルスキーによ って明 らか
にされた上の論点 を承認 した うえで,個 別資本 の
新技術導入基準か ら考 えて,果 た して,平 均利潤
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率 を低下 させ るよ うな新生産方法の採用が各個別
資本家 によ って決意 され得 るか否か,も し決意 さ
れ得 るとす るな らば,そ れ は如何な る理由 ・如何
な るメカニズムによるのかが争点 とな った。 この
段 階において,「法則」批判 の有力 な論拠 とな った
のは,置 塩信雄氏の所説である。氏 は,個 別資本
が新生産方法 を導入す る場合,「資本家 は現行価
格 で計算 して」「現行生産方 法 より費 用が低下 す
る生産方法」 へ と転換す るのであ り,こ の 「コス
ト基準」 に基づ く新技術導入の結果,新 生産方法
の もとでの最大可能利潤率r_e(V+M)/Cは
決 して初発 の利潤率以下 になることはな く,そ れ
ど ころか,こ の基 準 に基 づ いての新 技術 の導 入
は,(実質賃金率が一定である限り)利潤率 を必ず上
昇 させ るので あ る と主張 しだ4}。このい わゆ る
「置塩定理」は,1970年代以降,主 として欧米各国
で展開された 「利潤率傾向的低下法則」 の成否 を
め ぐる論争5)において,一 定 の支持を得た。 しか
しこれ に対 して は,こ の論争 の参加 者 によ って
も,また我が国において も,「置塩定理」の前提そ
れ 自体を姐上にのせ,そ の分析手法 の合理性 とこ
の命題の経済学 的意義を問 うことによ って,マ ル
クスの定立 した 「法則」 の成立を擁護 しようとす
る有力 な流 れがあ る。
本稿 の課題 は,こ れ ら置塩説 に対 して批判 的な
諸見解 によって提示 された諸論点 を,さ らに掘 り
下 げて検討す る ことによ り,「利潤率傾 向的低下
法則」批判 と しての 「置塩定理」 の有効性如何 を
吟味す るとともに,資 本制的蓄積過程 に固有の動
学 メカニズムを解明す るたあの理論装置 として,
果 た して置塩モデルが経済学的 に有意義でありう
るか否かを明 らか にす ることにある。
第1節 「置塩定理」の原型としての
トゥガン命題の検討
「コス ト基準 」に基 づ く新技 術 の導 入 は,平 均利
潤 率 を必 ず上 昇 させ る と い う命 題 は,「い まや シ
バ タeオ キ シオ ・セ オ レム と して国 際 的 に も著 名
で あ る」⑥ と い う評 価 が 一 部 の論 者 に よ って な さ
れ て い る。 しか し,こ の 「定 理」 の原型 は トゥガ
ン ・バ ラ ノ フ ス キ ～(TuganBaranowsky)の所
説7)に求 め る こ とが で き る*。そ こで 「置塩 定理 」
の構 造 を よ り明確 に把 握 す るた め の前 提 と して
とい うの は,置 塩 モデ ル にお いて は,仮 定 と
結 論 との あ いだ を繋 ぐ経済 学 的論 理 が必 ず しも明
確 に示 され て お らず,本 来 な され るべ き経 済学 的
論 証 が数 学 的論 証 によ って 置 き換 え られ て い るた
あ に,そ の 「定 理 」 が意 味 す る経 済 学 的因 果 関係
の 内容 把握 に は多 少 の困 難 が伴 うの で まず は
















トゥガ ンは 「労働 価値 説 か らは,決 して利 潤 率
低 下法則 とい う結論 は出 な い」〔8)として,「 法則 」
批 判 の 立場 を 明確 に掲 げ る。 その際,論 拠 とされ
るの は,資 本 の有 機的 構成 ・剰余 価 値率 お よび利
潤 率 の あ いだ の次 の よ うな相 互 関係 で あ る。 す な
わ ち,資 本 の有 機 的構 成 の高 度化 に よ って 「総 資
本 の うち可 変 資本 の 占め る比 率 が低 下 す れ ばす る
ほ ど」,そ れ だ け 「ます ます 労働 の生産 性 が上 昇 」
し,剰 余 価値 率 は高 ま って い くので あ るか ら,「こ
の 二つ の契 機 が利 潤 率 に及 ぼ す影響 は… …相 殺 さ
れ て,利 潤率 は,資 本構 成 が変 化 した に もかか わ
らず,低 下 しな い こ とが あ り得 る」{9)。この よ うな
資 本 の有 機 的構成 の 上昇 に もか かわ らず,剰 余価
値 率 の上 昇 に よ って利 潤 率 が低 下 しな い(不 変 に
保たれる)状 態 は次 の よ うに図示 され る(10)。
この 図の そ れ ぞれ の 円の面 積 は社会 的総生 産 物
の価 値総 額 を表 わ して い る。 い ま これ をYと す る
と,Yは 労 働生 産性 が上昇 す るの に伴 って,Y'
Y"Y'"へ と次第 に低 下 して い く。 また 円内 の各
扇 形 部 分(網 線,黒 色,白 色の各部分)の 面積 は,そ
れ ぞれ,不 変 資本価 値(C),可 変 資本 価 値(V)お
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よび剰余価値(M)の 大 きさを表わす と同時に,
これ らの各部分 が総生産物価値 のなかに占め る比
率 を も表 わ して いる。 さ らに これ ら各扇型 部分
は,使 用価値 タームで は,社 会的総生産物の 「消
費 され た生産手段 の回復 に向 け られ る分」(生産
財)と 「労働階級の消費 に向け られ る分」(労働者
用消費財)および 「不労階級が占有す る分」(剰余生
産物)への分割比率を も示ずll)。したが って,こ の
使用価値 タームでの分割比率 と価値 タームでの分
割比率 とが一致 しているのであ るか ら,こ こでは
生産物 は,崖 産財 として も消費財 として も使用可
能 な 同一種 類 の もの と仮定 されて い ることにな
る。 したが って またこの仮定か ら,新 しい機械 の
導入 は,全 生産物 の価値 を同率で変化 させ るとい
うことになる。なおここで は,総生産物量(使用価
値量)Xは 労働生産性 が発展 してい く過程 におい
て も不変 と仮定 されて いる。
この図 か ら明 らかなよ うに,「社会 的生産物 の
うち,不 労階級が 自由に利用で きる分 け前 は……
生産手段への分 け前 と労働階級 への分 け前……の
合計に変化 がない とすれば,た とえ労働者 の分け
前が変化 して も……変化 が生 じ得 ない。(いまはじ
めに)生産手段へ の分配率 を総生産物 の四分の一
と しi労働階級 には二分 の一,不 労階級には四分
の一 と前提 しよ う。そ こで,労 働者が機械 によっ
て駆逐 されたために,そ れに応 じて生産手段への
分配率が増加 し,労 働階級への分配率が半減す る
もの と仮定 しよ う。 この場合,賃 金が総生産物 の
四分 の一を,生 産手段が二分の一 を占め ることに
なる。 しか し,こ の両者 への分け前合計 には変わ
りがないか ら,不 労階級 への分配率 も変化 しない
にちが いない。」(12i
言 い換え ると,総 生産物 中に占める総費用の比
率が一定(3/4)に保 たれ るな らば,資 本の有機 的
構成(黒色部分に対する網線部分の比率)が漸次上昇
してい った として も,そ れが もた らす労働生産力
の発展 によって,剰 余価値率(黒 色部分に対する白
色部分の比率)もまた上昇 してい くのであ るか ら,
「白色部分 の他の二部分合計に対す る比率(これが
利潤率 であ る)は つ ね に33憲%で 変 わ らな い・」・・
ト ゥ ガ ン は これ を 論 拠 に,「 マ ル ク ス の 利 潤 率 低
下 法 則 が 根 拠 薄 弱 な もの で あ る こ と が 明 白 で あ
る 」⑭ と結 論 づ け る*。
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以上 の トゥガ ン命題 は,次 のこ通 りに解釈す る
ことが可能であ る。すなわ ちこれを,資 本 の有機
的構成 が高度化 したとして も剰余価値率 もまた.L
昇す るので あるか ら,前 者を論拠 と しての 「利潤
率傾向的低下法則」の論証 は成立 しないと解すれ
ば,そ れは 「法則」をあ ぐる論争の第一段階に属
す るもの となる。 しか しこれを,剰 余価値率 の如
何 なる上昇 によって も利潤率の低下 を阻ILしえな
いよ うな新技術 は,資 本家 によって導入 され得 な
いのだと解すれば,こ れ はまさに置塩命題の原型
をなす もの となる。実際,ト ゥガ ンの主張の力点
はこち らにおかれている。 そこでいま,ト ゥガ ン
命題 を この後者 の内容 においてみるとき,こ の命
題を支 えているのは,次 の二っの仮定であると考
え られる。
第一 に,ト ゥガ ンは機械 の導入 は資本総体の利
潤率を低下 させ ない という,証 明 され るべき結論
をは じあに仮定 している。 すなわち彼 は,総 生産
物の価値構成 を表わす式を 「生産物量で表わ さね
ばな らない」(15)とし,そ こで 「機械 の導入によって
剰余生産物が減少 していない こと」p61を仮定する。
この ことを費用 の面か ら言えば,先 の図に示 され
たよ うに,総 生産物 の うち 「生産手段への分 け前
と労働階級への分 け前」 の合計 に 「変化がない」
とい うことになるが,し か しいずれに して も トゥ
ガンは,… 方で,新 技術導入後 において も社会的
総生産物量 は不変 と仮定 しているのであるか ら,
この 「剰余生産物が減少 していない」 という仮定
は,利 潤率が低下 しない ということを,使 用価値
タームで前提 していることにほかな らない。第二
に,ト ゥガ ンはこのような社会的総結果 をもた ら
す個別資本 の投資行動,す なわち新技術導入基準
を明示 してはいないが,し か しここで は暗黙 の う
ちに,資 本家 は総体 と して同時的 に(ま たは事実
上,一人の総資本家が),先のような関係 を満たす新
技術へ と転換す るのだとい う想定が と られている
ことは明 らかであ る。実 際,ト ゥガ ンはこの命題
を定 立す るに当た って,新 技術導入をあ ぐる個別
諸資本間の競争および諸資本間の技術格差 ・利潤
率格差 という問題 には一切言及 していない。
以 上のことか ら,ト ゥガ ン命題の論理構造 は次
のよ うに要約 す る ことがで き る。 トゥガ ンはま
ず,社 会 の資本総体 の利潤率を決 して低 ドさせな
い資本の有機的構成 と剰余価値率 との相互関係を
前提す る。次 に彼 は,各個別資本家 の投資行動 を,
この関係 を満たす ように行動す る資本総体のそれ
に解消する。 そ して このよ うな理論的操作の必然
的帰結 として,「利潤率 は……低 ドしない」ことが
結論 されるのである。 ここにおいては,個 々の資
本家 に認識 され る事実(新 技術を導入 した資本家の
個別的利潤率の動向)と 社会の資本総体に とっての
事実(平 均利潤率の動向)と の乖離 という問題 す
なわち各個別資本家によって導人 された新技術が
当該部門に普及 してい く過程 において,こ の部門
の生産物 の社 会的価値 はどの よ うに変 化 してい
き,そ してそれは彼の個別的利潤率 を,ま たこの
部門 の平均的な利潤率を,さ らには社会全体の平
均利潤率をどのよに変化 させ ることにな るのか と
いう,資 本制的蓄積過程 に固有の動学 メカニズム
は 一・切顧慮 されていない。それどころか トゥガ ン
は,こ の 自 ら定 立 した命題 を現実化 させ る社会
的 ・経済的機構の分析を 一切行 なっていない。 し
たが って このような トゥガ ン命題が,現 実的根拠
を もたない,経 済学的に非合理的な同義反復以外
の何 もので もない ことは明 らかで あろう。すなわ
ちこの命題が意味 して いる ことは,「もし,資本総
体 にとっての利潤率 を低 ドさせないよ うな新技術
が導入 され るな らば,利 潤率 は低 ドしない」 とい
うことに しか過 ぎないのである。
しか し,こ のような トゥガ ン命題を,も し 「利
潤率の傾向的低 ド法則」批判 と して有効 な らしめ
よ うとするな らば,そ の場合 には,そ の新たな命
題 は,少 な くとも次の 二点について,明 確な回答
を示す必要があ る。 すなわちまず第… に,そ の命
題は,各 個別 資本家の投資行動を,利 潤率を低 一ド
させない新技術 を既知 として行動 する資本総体 の
それに解消す ることな く,各 個別 資本家が現実に
それに従 って行動す る ・経済学的に合理的 な新技
術導入基準 を明示す ること。第 二に,そ の明示 し
資本蓄積と 「利潤率の傾向的低落」
た基 準 に基 づ いての新技術導 入 が,結 局 の と こ
ろ,各 個別資本家 に事前 に認識 された ものと同様
の結果 を,社 会 の資本総体 に もた らす ことにな
る ・その競争過程のメカニズム(経済学的な論理)





展 させ よ うと した もの とみ るが ことで き る。実
際,ト ゥガ ン命題か ら一・部門 モデルに置 き換えた
置塩命題への転換 はきわめて容易である。すなわ
ち トゥガンは,社 会的総生産物 を基準 に利潤率不
変 の可能性を 主張 したので あるが,い まこの利潤
率を生産物単位当 りにっいてみてい く。先の図で
言えば,総 生産物価値Yを 総生産物量Xで 除 し,
これをtと お く。 す ると,今 度 はそれぞれの円の
面積 は坐産物単 位 当 りの価 値 を表 わす もの とな
る。 また各扇形部分 は,価 値 タームでは,そ れ ら
は生産物単位当 りに占める不変資本価値,可 変資
本価値および剰余価値 の人 きさとその比率を示す
もの となり,使 用価値 タームで はそれ は,こ の生
産物一単位 を生産す るために投入 され る生産財の
量(生 産財投入係数)お よび この生産物 単位 当 りの
生産 について労働者 に支払われる消費財 の量 そ し
て剰余生産物量 と,そ れ らが生産物単位 当りに占
あ る比率を示す ことにな る。 いま生産財投入係数
をaで,ま た生産物 単位当 りの生産 について労働
者 に支払われ る消費財 の量を τRで 表わす(τ は
生産物一単位を生産するたあに必要な労働時間,Rは
時間当たり支払われる消費財の騒,すなわち実質賃金
率である)。また ダッシュがっいた ものは新技術 の
もとでのそれを表わす もの とす る。
ここで,ト ゥガ ンの利潤率不変 の命題 を支え る
個別 資本家の投資行動 を考えてみ ると,そ れは各
資 本家 が,生 産物 単位 当 りに占め る費用 の比率
を,現 行技術のそれ と等 しくす るような新技術 を
選択す る(た だし資本構成は異なる)と い うことに
ほかな らない。そ して いま,資 本家が この新技術
の費用を現行 の生産物価値 で算定 したとすれば,




しか し各個別資本家の新技術導入基準 をよ り合
理的に考えてみるな らば,彼 は費用が不変 の技術
ではな く,現 行生産方法 よりも費用 が低 く,し た
が って利潤率 を上昇 させ るような新技術を導 入 し
ようとす るはずである。先の トゥガ ンの示 した図
を用 いて言えば,資 本家 は網線扇型部分 と黒色扇
型部分 の合計が現在 の比率 と同 じで はな く,そ れ
よりも小 さ くな り,し たが って白色扇型部分の比
率が より大 となるような新技術を選択す るであろ
う。 これを定式化すれば,先 の等式 は次 の不等式
に変化 する。
at十τRt>a't十τ'Rt…(1)
上 の式 は,実 は,置 塩氏が資本家の新技術導入
基準 として設定 している式 を,一 部門 モデルに置
き換えた ものにほかな らない。確かに このよ うな
想定の もとで,こ の式 に表わされてい る基準 に基
づいて新技術が導入 されるとすれば,新 技術 が普
及 したもとで も利潤率 は確実に上昇す る。 なぜな
らば,い ま上の式の両辺 をtで 割 れば,
a十τR>a'十τ'R………(2)
を得 るが,こ の式 は使 用価値 タームでの費用(す
なわち,生産物単位当りの生産に投入される生産財量
と単位当り生産について労働者に支払われる消費財の
量との合計)が,新 技術の もとで は,1日技術の もと
でのそれ よりも低 ドしているとい うこと,r_iい換
えると,単 位 当 り剰余生産物が新技術の もとで は
増人 しているとい うことを表わ してお り,こ れ は
新技術の もとでの単位 当た り利潤率が必ず 上昇す
るとい うことを,使 用価値 タームで表現 してい る
か らで ある。
だが このよ うな個別資本 の新技術導入基準 とそ
れに基づ く利潤率上昇 の論理 を示 したと して も,
それが先 に,ト ゥガ ン命題を 「利潤率傾向的低 ド
法則」批判 として有効 な らしめ るために必要であ
るとした,二 っの問題に対す る回答 とな り得てい
ないことは明 らかである。 すなわちまず第… に,
(1)式において は,新 技術を導入す る主体が個別
資本家 として明示 されているとはいえ,そ の 「個
別資本家」 は,新 技術 が…般化 したもとで成 立す
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る一般的利潤率を,使 用価値 タームで事前に認知
で きる(使用価値夕一ムで測られた利潤率は生産物価
値がどのように変化 しようとも変化 しない)と 想定 さ
れてい るのである。 すなわち彼 は,事 実上,総 資
本家の観点に立 って新技術導入後 の社会 的総結果
を見渡せ るのである。現実 にはこのようなことは
あり得 ないので あるか ら,定立 された(1)式自体
が現実非適合的である。 またここで は,こ のよ う
な社会的総結果を見渡せ る 「個別資本」が,そ の
個別的利潤率を高 める新技術を導入 することが前
提 されているのであるか ら,こ れ は新技術 の導入
が一般 的利潤率 を必ず上昇 させることを仮定 して
いることに等 しい。す なわち,こ の命題 は同義反
復であ る。第二 に,上の関係が成立す るためには,
全資本 の同時的 な同一の新技術への転換か,ま た
は新技術の即時的な平準化 を前提 とす る。 しか し
この前提 も現 実性 を もち得 ない。以上 の ことか
ら,こ の一部門モデルにおいて示 された新技術導
入基準 と,こ れに基づ く利潤率上昇の論理が,経
済学的に非合理 的な同義反復 であることは明白で
ある。
それでは果 た して,こ こでみた一部門モデルか
ら二部門 モデルへ と転換す ることによって,そ こ
で得 られ る命題 はここで指摘 した同義反復的性格
を払拭 し,資 本制 的競争過程のメカニ ズムを正 し





はじめに指摘よ うに,置 塩氏 は,マ ルクスの定
立 した 「利潤率の傾向的低下法則」が成立 しない
ことの論拠 を,次 の二っの命題 において示 してい
る。第一 は,実 質賃金率一定 の もとで,各 個別資
本家が 「コス ト基準」 に基 づいて(す なわち現行価
格で評価 して費用を低める)新技術 を導入す るとす
れば,そ の もとでの最大 可能利潤率 は決 して初発
の利潤率以Fに な ることはな く,し たが ってマル
クスによ る(また富塚良三氏およびローマン・ロス ド
ルスキーによって明確にされた)最 大 可能利潤率の
低下を論拠 としての 「利潤率傾 向的低 下法則」の
論証 は成立 しない。第 二は,「コス ト基準」に基づ
く新技術導入 は,平 均利潤率を必ず上昇 させる,
というもので あった。この後者 が通常 「置塩定理」
と呼 ばれている。
しか しこの二つの置塩命題 に対 して は,そ れが
前節で検討 した トゥガ ン命題 と同様 に,経 済学的
に非合理 的な同義反復であ るとい う批判 がなされ
ている。すなわちこの命題 においては,証 明 され
るべ き結論が仮定その ものの中に前提 されている
ばか りでな く,そ の仮定 自体が現実経済 の抽象 と
して合理性 を もち得 ないとい うのである。置塩命
題が も しこのような ものであ るとす るな らば,そ
れ は 「利潤率傾向的低 ド法則」批判 として有効で
あ り得 ないばか りでな く,そ の命題 はそれ自体 と
して,何 ものを も証明 していないことになる。先
に指摘 したように,置 塩命題 は 「法則」 の成否 を
め ぐる欧米での論争 において一定 の支持 を得たの
だが,し か しこの論争過程 において,置 塩モデル
の分析手法その ものに疑義 を表明 した論者の…人
であ るベ ン ・ファイ ン(BenFine)は,この とを
次のよ うに指摘 している。
置塩 モデルは 「投入財 と産 出高 との間にあって
内基 となる技術的関係 を与え られた もの とした上
で,均 一一水準の賃金,価 格及 び利潤 の間の相互関
係か らひ き出された数学的結果に,た よ っている
だけに過 ぎない。」「賃金,価格及 び利潤 といった,
様 々な範疇の存在は,そ れによ って こうした範躊
が算定 され るところの技術的関係 と相並んで,既
に前提 とされてい る」(1Dと。 ファイ ンは置塩 モデ
ルにおいて 「与え られた」「技術的関係」の中に,
証明 され るべ き 「利潤率」 の動 向が どの よ うに
「前提 されている」のかを,モ デルの構造 に即 して
具体的に明 らかに して はいないが,し か しファイ
ンが指摘す るこの置塩命題の同義反復 的性格 は,
置塩氏 の定立 した第一 の命題にっ いて特に露骨に
現われてい ることが,既 に拙稿(1臼及 び富塚良三氏
の論穂1帥によ って指摘 されてい る。 いま新 たな観
点か らこの点 を明確 な らしめよう。そのために,
まず第一 の命題 にっいての置塩氏 の論証か らみて
い く。 なお置塩氏 はこの論証において,平 均利潤
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率の上限を劃 するのは,生 産財部門 にお ける生 き
た労働(V+M)/死 んだ労働(C)で あると考え
るので,以 下 の議論は生産財部門にっ いてなされ
るもの とす る。
記号 は次 のよ うに定め られてい る。P,,P,は生
産財お よび消費財 の生産価格。a,,τ、は生産財1単
位 の生産 に要 す る生産財 量 および生 きた労働 量
(生産係数)。a、,τ、は消費財部門の生産係数。rは平
均利潤率。t1,t、は生産財 および消費財1単 位 の価
値。 またそれぞれ ダ ッシュがっ いた ものは新生産
方法の もとでのそれを表わす。Rは 単位労働 当た
り労働者が受 け取 る賃金財量=実 質賃金率 である
(以下の議論においてRに 変化はないものとする)。以
上を前提す ると,平 均利潤率 と生産財および消費
財の生産価格 は次 のよ うに表わ される。
P,=(1十r)(a,P,十z,RPL)fP2=(1十r)(a2P,十z2RPZ)





さて,新 生 産 方 法 の導 入 が 「コ ス ト基 準」 に基
づ いて な され るか ぎ り,そ の もとで の最 大 可能 利
潤 率 は 決 して初 発 の利 潤 率 以 下 に な る こ と はな
い,と す る置塩 氏 の論 証 は以 ドの よ うで あ る。
まずa資 本 家 が新 技 術 の導 入 を決 意 す るの は,
現行 価 格 で評 価 して新技 術 の費用 価 格 が現 行 技術
の それ よ り も小 で あ る場 合 に限 られ るの で あ るか
ら,導 入 され る新技 術 は,
alP【十τiRP2>a'≧P1十τ'1RP2(i)
な る条 件 を満 たす はず で あ る。 と ころが
P,_(1+r)(alP1+τ、RP2)より
a,P,十z,RP2=P,/(1十r)
で あ るので,(i)式 は
P1/(1十r)>a',P,十丁',RPZ
とな る。 ここで は,新 技 術 の も とで の最 大可 能 利
潤 率 を問 題 にす るの で あ るか ら,r'で あ る。
よ って上 の式 は,
P1/(1十r)>a'1P且




ところが(ii)式の右辺 は,新 技術 の もとでの,
生 きた労働/死 んだ労働,す なわ ち最人 可能利潤
率 に等 しい。 なぜな らば,新 技術の もとでの生産
財1単 位 の新価値 は,
t㌔=a,t,一トz,




置塩氏 は ここか ら,(i)式を満 たす ような新技
術が導入 されれば,(ii)式に示 されるように,そ
の もとでの最大 可能利潤率 は決 して初発 の利潤率
以 下になることはな く,こ れによって最人可能利
潤率の低 下か ら 「利潤率 の傾 向的低 下法則」 を論
証 しようとす る議論はその論拠を失 い,か くして
「マル クスの論証 は成立 しない」 と結論す る⑳。
しか し,置 塩氏によるこの 「論証」が極 めて同
義反復的である ことは,次 の点を考 えれば明 らか
であろ う。すなわ ち,この論証 にお いて置塩氏 は,
新生産方 法を導入 しよ うと して い る個 別資本 に
とって既知 であるのは,現 行の平均利潤率rと 実




につ いては,各 個別資本 は何 らこれを知 りえず,
それ は新生産方法導入 の結果 として は じめて現わ
れて くる。 したが って これが,現 行利潤率 と比較
して高 くなるか低 くなるか は,論 証によ って明 ら
か にされるべ きことであると考えている。 しか し
実 はそ うで はな く,置 塩モデルにおいて は,新 技
術を生産係数(a'1,τ'i)として与え,そ れが この部
門での新たな標準的生産方法 にな ると仮定 した時
点で,そ の こと自体が,こ の新技術が普及 したも
とで の最大 可能利潤 率 を与 えて い ることに等 し
く,そ して これ は新技術 を導入 しよ うとす る個別
資本 にとって も当然 既知 の ものとされなければ
な らないので ある。
なぜな らば,い ま置塩氏が設 けた仮定か ら,新
生産 方法 を導 入 しよ うとす る個別 資本家 にと っ
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て,新 たな生産財の投入係数a,は既知 である。す
なわち彼 は新 しく導入 しようとす る生産方法の も
とで,生 産財一 単位 を生産す るためにどれだけの
量 の生産財を投入 しなければな らないかを知 って
い る。とい うことは同時に彼 は,このa'1だけの生
産財 の投入が,ど れだけの純生産物 レーa'1をもた
らすかを も知 っていることになる。そ うであ ると
すれば,こ の資本家 は当然,新 生産方法 に転換 し
た場合 の最大可能利潤率を,投 入生産財a'1に対
す る純生産物1--a'、の比率 として容易 に計算す る
ことがで きる。す なわち各個別資本家 は,新 生産
方法 の導入 に先立 って,も しこの技術 を採用 した
とすれば,そ のもとでの最大可能利潤率が どのよ
うになるかを,当 然,認 識 している もの とされな
ければな らないのである。 このよ うな想定 のもと
で,資 本家によ って採用 される新技術が初発の利
潤率以下 とな りえないのは自明であ る。た しかに
各個別資本家が,こ の既 に知 られている
r<(1-a,)/a'1
な る関係を満 たすを新生産方法へ と転換すれば,
価格体系が どのように変化 しようとも,こ の新技
術 の もとでの最大可能利潤率が初発の利潤率以 ド
になることはあ りえない。だが この ことは 「論証」
されたので はな く,結 果 はすで に仮定のなか に前
提 されていたのであ る。
一 見,各 個別資本家 は現行価格で評価 して 「旧
方法 に比 して生産費を低 ドさせるような新方法を
採用す る」 という規定 は,各 個別資本家 の新技術
導入基準 として,経 済学 的に合理的であ るよ うに
見え る。そ して これは確かにS言 葉 その もの とし





行動であ るのに,そ の個別資本 の新技術導入基準
と して,社 会的総結果を集計することによっては
じめて現われて くる,物 的投入係数 とい う概念を
用い るという点 に問題の過度の単純化がある。 あ
るいは 「数学 上の便利 さか ら経済 的に不適当な仮
定を設 け」た⑫1),と言うべ きで あろうか。いずれに
して も,全 生産財部門が集計された ものとしての
この生産財部門の資本家 が,彼 が導 入 しよ うとす
る新技術を,物 的投入係数で把握で きると仮定 し
た場合,こ の資本家 は,こ こでみたように既 に個
別資本家で はな く,社 会的総結果 を見渡せ る総資
本 の観点 に立 って行動 していることにな るのであ
る。置塩氏の定立 した第一の命題 が同義反復的で
ある所以 は,こ のよ うな社会的総結果 を見渡せ る
「個別」資本 を暗黙 の うちに想定 した論理構成 に
なっている点 にあるのである。 この点,ト ゥガ ン
命題に対 して指摘 したの と同様 の難点 は,置 塩命
題 において も払拭 され得て はいないのである。
以 上の ことか ら置塩氏が設定 した(i)式と(ii)
式 の関係は,氏 が主張す るような一 個別資本家
が現行価格 で評価 して費用を低 めるよ うな生産方
法へ と転換 する場合,そ のもとでの最大 可能利潤
率 は決 して初発の利潤率以 ドになることはない,
という 何 らの因果関係 を示す もので はな く,
(i)(ii)式はともにただ,新 生産方法の もとでの
最人 口∫能利潤率が周知 されているという,資 本制
的競争過程 において はあ り得 ない非現実的な想定
の もとで,「利潤率 を低 めないよ うな新生 産方法
の導入 は,利 潤率 を低 め ることがない」 とい う,
極めて無意味 な同義反復 を語 って いるに過 ぎない
のである。 置塩命題が この同義反復的で あるとい
う批判か ら免 れるためには,氏 は,個 別資本家 に
とってa',は新生産方法導入以前 に既知であるが,
しか し(1--a'/a'1はこの段階では未知 であると
いうことの理由を,説 得的に示 さなければな らな
い。 だが氏 によ って この理 由 は示 されて いない
し,ま たそれ は示 し得ないように思 われ る。
なお ここでの批判 に対 して は,次 のような反論
が予想 され うる。すなわち9こ こでみた二部門モ
デルではな く,よ り 一搬 的な多部門モデルを想定
するな らば,そ こでは最人 口∫能利潤率 が使用価値
ター ムで(投 入生産財に対する純生産物の比率とし
て)各 個別資本家 に認識 されることはないのであ
るか ら,麗塩 命題が同義反復的であるとい う批判
は当た らない,と 。確か に,よ り一般 的な多部門
モデルでは,最 大 可能利潤率が使 用価値 タームで
各個別資本家 に認識 される ことはな く,し たが っ
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て各個別資本家が これ を既知 として行動す ること
はない。 しか しそれ と同時に,後 にみ るよ うに,
この多部門モデルにっ いて,当 該部門の初発の利
潤率 と,導 入 された新技術が当該部門に普及 した
後 の,こ の部門の最大 可能利潤率 との人小関係 を
合理的に判定 してみ るな らば,そ こでは置塩命題
は成立せず,こ の部門で新たに成 立す る最人 可能
利潤率が,初 発の利潤率以 ドにな る可能性 は十分
にあ るのである。 したが って このよ り一般的な多
部門 モデルにおける問題 をいまは措 くとすれば,
ここで の論 証 に関す るか ぎ り,置 塩 命題 は先 に
ファイ ンが指摘 して いた よ うに,「与 え られ た」
「技術的関係」 の中に,証 明 されるべ き 「利潤率」





それ で は,置 塩氏 が定 立 してい る第二 の命題
「コス ト基準」 に基づ く新技術の導入 は平均
利 潤率 を必 ず上昇 させ る一一す なわ ち 「置塩 定
理」 は,こ の同義反復 的であ るという批判か ら免
れ得 るであろうか。これを知 るためにはまず,「置
塩定理」の因果構造 を明確に把握 してお く必要が
あ る。 この命題 は数学的には次のよ うに証明 され
うる。
生産財 および消費財 の生産価格 と平均利潤率 は
次 のように表わ された。
{P1・=(1十r)(alP1十z,RYZ)(1)PZ(1十r)(azP,十zzRP2)(2)
い ま生産 財 部 門 に新技 術(a,,τ,')が導入 され た
と仮 定 す る(消 費財部門の技術 は不変である)。す る
とそ の新 技 術 は次 の 「コ ス ト基準 」 を満 た して い
るはず で あ る。
a正P1十τ1RP2>a,P,十z',RPZ(3)
次 に,こ の新 技術 が普 及 し 「ふ た た び平均 利潤
率 が成 立 す る価 格状 態 が成 立 した」 とす れ ば,そ
こで の新 しい 平均 利 潤 率 と生 産 価 格 は次 の式 に
よ って 表 わ され る ことに な る。
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{P'1寓(1十rり(a',P'1十τ',RP'2)(4)P'2・=・(1十r')(a2P'「トz- RP'2)(5)
問題 は ここで,現 行 技術 の もとで の均 等利 潤 率
rと 生 産財 部門 で新 技 術 が一 般化 した もとで 成 立
す る新 たな均 等利 潤 率r'とが,ど の よ うな関 係 に
な って いるか で あ る。 これ は次 の よ うに して 知 る
ことが で き る。
い ま(1)(2)(3)式の両 辺 をPlで ,ま た(4)
(5)式の両 辺 をP'1で除 し,P,/P、を ρ,ま たP'/2
P'1をρ'と お けば(こ こで ρお よび ρ'は そ れぞ
れ,現 行技 術 お よ び新 技 術 の もとで の生 産 財 価格
で測 った消 費財 の相対 価 格 で あ る)(1)～(5)式




こ こ で(7)式 と(10)式 か ら
ρ{1/(1十r)一τ2R};A'{1/(1十r')一τ2R}
Cli)
を得 るが,こ の(11)式 か ら,も しρ〉 ρ'であ
れ ば,r>r'でな けれ ば な らず,ま た ρ<ρ'で あ
れ ば,r<r'で な けれ ばな らな い とい うこ と,す
なわ ち新 技 術 が 普及 した もとで の新 た な相対 価 格
と均等 利 潤率 は,現 行 技術 の もとで の それ と比 べ
て,同 方 向 に動 か な け れ ば な らな い こ とが わ か
る。 さ らに,(6)式 と(9)式 か ら
(1十r)(al十τ1Rρ)こ(1十r')(a'1十t',RA')
を得 るが,(8)式 を考慮 すれ ば
(1十r)(a'dr,Rp)<(1十r')(a'十z'1Rp')
で あ る。
い ま も し こ こ で,r>r'で あ る とす れ ば,ρ
<ρ'で な けれ ば な らな いが,そ れ で は(ll)式か
ら得 られ た結 論 と矛 盾 す る。 したが って,r<r',
ρ 〈 ρ'でな けれ ば な らな い。す な わ ち,「コス ト
基 準 」 に基 づ く新 技術 の導 入 は,均 等利 潤 率 を必
ず上 昇 させ る⑳。
以上 の 「置塩 定 理」 の数学 的 論 証過 程 が意 味 す
る経 済 学 的 な 内 容 を,置 塩 氏 は明 示 して い な い
が,し か し実 は,こ の 「定理 」 の 因果 構造 は きわ
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めて単純であ る。すなわち,こ の 「定理」の意 味
す るところは,新 技術導入の結果,現 行価格状態
の もとで生産財部門 に成立す るこれまで よりも高
い利潤率(い まこれをrOとする)と,消 費財部 門が
享受 して いるこれまでの利潤率rと の利潤率格差
が,相 対価格の変動を通 じて調整 され,結 局,rO
よ りも低 い,し か しこれ までの均等利潤率rよ り
も高 い,新 たな均等利潤率r'が成 立す る,と い う
ことに過 ぎないのである。 このことは置塩氏の定
立 した式を次 のように書 き換 えてみれば容易にわ
かる。
いま(1)式の両辺 をP、で除 し,ま た(2)式の
両辺 鶴 で除 して,P2/P1=p,P,/R一去 とお
けば,(1)(2)式 はそ れ ぞれ 次 の よ うに な る。
1=(1十r)(a1十τ1Rρ)
{1-(1+,)(a2i+窺R)
上の二っの式の右伽 ゴ舐 内に湘 すれば
生産財で測 られた消費財 の相対価格 ρおよびその
逆数 ⊥ とは,結 局,生 産財 と消費財のそれぞれ
につし程,単 位 あた りに占める費用 の比率 を使用
価値 タームに換算 して表わ し,そ して この両者を
等 しか らしめ る(したがって使用価値タームに換算し
て表わした利潤率を均等化せしめる)調整因子 の役割
を果 た していることがわかる。
すなわち,利 潤率 を生産物単位当 りで規定する
置塩 モデルにおいては,生 産財部門 と消費財部門
との利潤率が均等化 するためには,生 産財 と消費
財 との単位 あた りに占める費用の比率が等 しくな
らなければな らないが,い まこのそれぞれの費用
を(産出財と同じ種類の)使用価値 タームで測れば,
生産財 について はそれは,単 位当 りの生産 に投入
され る生 産財 の量a,と,労 働者 に支 払 われ る消
費財の量z,Rを生産財の量に換算 した もの との和
として把握 され る。 この後者,す なわち生産財一
単位 の生産 のために必要 な消費財 の量 τIRを,生




い換え ると,単 位当 り剰余生産物量が何単位かを
求めて いることに等 しく,こ れはそのまま利潤率
を意味 す る。 同 じよ うに消費財 の費 用 につ いて
は,消 費財 の単位当 り生産 に投入 され る生産財の
量a、が,iを 乗 じることによって消費財の量 に
換算 され,ρしたが って これに τ,Rを力日えたa、⊥
+,、Rは,韻貯 単位姓 産するたあに,繕
財何単位の投入が必要かを表わす もの とな る。
このよ うに して,生 産財 および消費財の単位当
り費用 を使用価 値 夕一 ムで測 る際 の換算率 で あ
り,か っ両者を等 しか らしめる(すなわち両部門の
利潤率を均等化させる)調 整因子で もあるのが,相
対価 格 ρお よび ⊥ な ので あ る。 したが って も
し 生産財部門と縮 購 門との間に禾欄 率格差
が発生 した場合,そ れはこの相対価格の変動 を通
じて調整され ることになる。
それで は生産 財部門 に新技 術が導 入 され た場
合,こ の相対価格 の変動 によって調整 され るべ き
利潤率格差 とはどのよ うな格差 か。それ は明 らか
に,現 行価格状態の もとで生産財部門に成 立する
これ まで よ り高 い利潤率rOと消 費財部門 の これ
までの利潤率rと の格差 である。すなわち,「コス
ト基準」 に基づ いて生産財部門に新技術が導入 さ
れた結果,現 行の相対価格 ρの もとでは両部門 に
1漏(1十r。)(as十t,p)
{1-(1+,)(助⊥+zZR)
なる,利 榊 格差が嶽 す ることになる.そ して
この格 差 が結 局,相 対 価格 の ρか らρ'へ の変動





それ で は,こ の新 た に成 立す る均等利 潤率r'
が,現 行の均等利潤率rよ りも必ず高 くなるのは
なぜか。 その根拠 は,置 塩氏が資本家の新技術導
入基準 として掲 げる(3)式の 「コス ト基準」にあ
る。す なわち,こ の基準 に基づ いて新技術 が導入
され るとす れば,現 行価格状態 のもとで利潤率が
確実 に上昇 する ことは自明である。なぜな らば,
現行価格で評価 して単位当 り費用を低 ある新技術
が導入 され,そ の新技術による生産物 が,現 行価
格 で販売 され るのであるか ら,単位 当り利潤率 は
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で与え られ るrよ りも必ず大 となる。 そ うである
とすれば,こ のこれまでの平均利潤率 よりも高 い
rOと,これまでの平均利潤率rが 均等化 されるこ
とによ って成立す る ・新 たな平均利潤率r'が,r
よ りも上昇す るとい うことは,経 済学的 にはほと
ん ど論証の必要がないほど自明のことで ある。
置塩氏 は,「現行価格,賃金で評価 して より高い
利潤率 を生む生産 方法へ転 換す るとい うこと」
と,「この生産方法 への転換後 に成 立す る新 しい
価格状態 の もとで果た して利潤率が どうなるかと
い うことは同 じことではな く,論 証 によって明 ら
か にすべ きことであ る」㈱ としているが,果 た し
て このことが,「論証 によ って明 らかにすべ き」ほ
どの ことであろうか。 論証が必要で あるのは,こ
の 「定理」が数学 的 に複 雑化 され てい るためで
あ って,そ れが意味す る経済学的内容が高度 に複
雑であるためではない。経済学的に考えてみるな
らば,は じめにあ る部門によ り高い利潤率 を もた
らす新技術 の導入 が仮定 され,次 に,こ のより高
い利潤率 と他の部門が享受 しているこれまでの利
潤率 とが均等化 され るとすれば,そ の均等化 され
た新 しい利潤率が これまでの利潤率 よ り上昇す る
とい う結論 は,既 に仮定 のなかに前提 されて いる
に等 しいのであ る。確かに置塩氏 自身が述べてい
るよ うに,「コス ト基準」に基づ く新技術 の導入 ・
「これが,新 生産方法導入後 に平均利潤率を上昇
させ る根拠(必要かつ十分条件)なのであ」るが,し
か しこの結論 は既 に仮定 自体 のなかに前提 されて
い るのである。そ して また,こ の基準 さえ満たさ
れ るな らば,資 本家が新生産方法 の資本 の有機的
構成 を 「大 に しよ うが,小 に しよ うが,こ の こと
に関係 な く,平 均利潤率 は確実 に上昇す る」⑳ と
いうことになる。ここにおいては,「利潤率傾向的
低 下法則」 の成否 を決定す る最重要要因である,
資本の有機的構成 の高度化 と剰余価値率上昇 との
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相互関係如何 という,マ ル クスの分析枠組みそれ
自体 も議 論の本筋 か らは外 されて しま うので あ
るQ
以上 の ことか ら,置 塩氏 が定 立 した第 二の命
題 す なわち 「置塩定理」 もまた,「コス ト基準」
に基づ く新技術の導入 とい う仮定 それ 自体 のなか
に結論が前提 された,同 義反復的性格 の ものであ
ることが明 らかであろ う。
それでは,こ の 「置塩定理」の同義反復 的性格
の因 って来 る所以 はどこにあるのだろ うか。 その
根因 は,「置塩定理」の因果構造か ら明 らかなよう
に,こ のモデルにおいては,部 門内競争が単なる
部門間競争の問題 に解消 されて しまっている点 に
ある。す なわち置塩 モデルにおいては,部 門内競
争の過程 とその帰結一 一すなわ ち,新 技術 の導入
とその普及 は当該部門の生産物 の社会的価値 を如
何 に変化せ しめ,ま たそれ は,そ れぞれ生産条件
を異にする当該部門の諸資本の諸個別的利潤率,
及び この部門のt'均的 な利潤率を どのように変化
させ ることになるのか という問題 がその分析
装 置 の中か ら一切排除 され,排 除 され るこ とに
よ って,個 別資本 の新技術導入 の成果 と,そ れの
波及 による異部門間での新たな均等利潤率成立の




術導入の成果 と してのよ り高 い利潤率が,相 対価
格の変動を通 じて全生産部門 に共有 されてい く過
程 と してのみ把握 されてい るのであるか ら,結果
は既 にs導 入 され る新技術が仮定 された時点で与
え られているのである。「置塩定理」の同義反復的
性格 の因 って来 る所以 は,こ のように部門内競争
を部門間競争 に解消 し,そ の ことによ って論理次
元 もまた実際 の時間的次元 を も異 にす るこの二っ
の問題を,あ たか も同一 の論理次元 ・同一 の時間
的 タームにおける問題であるかのよ うに扱 ってい
る点 にあ る。
しか しこのよ うな論理構成 が,資 本制的蓄積過
程 の メカニズ ムの定式化 と して妥当で はあ り得
ず,ま たそれが現実経済過程 の抽象 と して も合理
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的で あ り得 ない こ とは明 らか で ある。 なぜな ら
ば,異 部門間で利潤率が均等化されるためには,
論理的に も現実的 にも,ま ず一生産部門内で新技
術 普及の結果 として成立す ることになる ・当該部
門の新たな社会的価値及 び新たな平均的利潤率の
動向を前提 とす るか らである。そ して ここで重要
な論 点 は,こ の あ る生 産部門 の平均 的な利潤率
は,部 門内での個別諸資本の競争に媒介 される新
技術 の普及過程 において漸次的に低 トし,そ れ は
新技術が導入 された当初,こ の部門の資本家 の目
に現われた もの,し たが ってまた この部門 に参入
しよ うとしてい る新資本お よび他の部門の諸資本
家 の目に現われた もの とは異な って くるとい うこ
とである。す なわち,一 生産部門内での新 たな社
会的価値 ・新 たな平均的利潤率の成立過程 には,
資本制 的生産に固有の独特 のメカニズムがはたら
く。 この問題の解明を前提 に して は じめて,異 部
門間競争(そ れはこのような独特のメカニズムに媒介
されての部門内競争を含蓄 しつっ行なわれる)を通 じ
て現実化す る ・平均利潤率の動向が合理的に明 ら
かにされ得 るのである。これが,「利潤率の傾向的
低 下法則」 を定立す るに際 しての,マ ルクスの動
学的方法であ る。置塩 モデルにおいて は,「利潤率
傾向的低 ド法則」の論定 にとって最 も肝要 なこの
論点が完全 に欠落 している。 なお,こ の問題 は後
に第6節 で詳述す る。
第4節 「置塩 定 理」 にお ける 「利 潤率
上 昇」 命 題 の価 値論 的背 景
一一一利潤率低下に対 して 「反対に作用する諸要
因」の利潤率上昇要因としての把握
以上 みて きたことか ら,「置塩定理」 において
は,「コス ト基準 」に基づ く新技術 の導入 という仮
定 それ 自体 の中に,既 にこの新技術 を導入 した部
門での利潤率の上昇が前提 され,そ れが相対価格
の変動 を通 じて全生産部門 に波及す るという因果
構造 になっていることが明 らか にな った。本節で
はこの 「利潤率 上昇」命題の価値論的背景 を考察
する。すなわち,も し 「置塩定理」 が労働価値説
か ら離れ るものでないとすれば,こ の 「利潤率上
昇」命題の背後 に,ど の ような価値論 的基礎 が考
え られているかであ る。 この問題 を明 らかに して
お くことは,置 塩氏の論理構成 とマルクスのそれ
との相違を明確にす るために重要である。 そ して
結論か ら言えば,置塩 モデルにおいて は,「不変資
本諸要素 の低廉化」 と,消 費財価値の低 下による
「剰余価値率 の上昇」とい う,マル クスが利潤率低
ドに対 して 「反対 に作用す る諸要 因」 と して位 置
付 けた諸契機 が,利 潤率 を上昇 させ る要因 と し
て,直 接 モデルの中に組み込 まれて いる。
この ことを,例 えば先の ファイ ンは次 のように
指摘 してい る。すなわち,置塩モデルにおいては,
「生産性 の変化 が自動的かっ即刻 に,価 値 変化 に
転形す る」もの とされているため,資 本 の有機的
構成 の高度化が利潤率 に及ぼす影響 は考察 されて
いないに等 しい⑳,と。 また松尾純氏 は,「置塩氏
の言 う 『現行価格 ・賃金 で評価 して費用 を低 め
る』生産方法 とは,じ つ は,資 本 の有機的構成高
度化の利潤率の変動 に及ぼす作用 を剰余価値率 の
上昇 によって阻止 しうる生産方法 の別表現 にす ぎ
ない」(261と指摘 している。そ して何よ りも,置塩氏
自身が この ことを次 のよ うに明言 している。すな
わち,「実質賃金率一定の もとで,資本家が導入す
る新生産方法 が利潤率 を必 ず上昇 させ る基礎 に
は,(イ)不 変資本諸要素の低廉化,(ロ)労 働の
搾取度 の増大 がある。マル クスは,こ の二っ の要
因 を 『反対に作用する諸原因』 として考察 してい
るが,こ の 二っの要因 は,利 潤率 を確実 に上昇 さ
せ るものなのである駒 と。
置塩 モデルにおいて,こ れ ら二っの要因が 「利
潤率を確実 に上昇 させ るもの」 として直接モデル
の中に位置付 け られ ることになるのは,結 局,前
節最後 に指摘 したの と同 じ理 由,す なわち部門 内
競争 の部門間競争への解消が行なわれて いるか ら
なのであるが,後 に示すマルクスの論理構成 と置
塩氏のそれ との違いを明確 にす るために,こ こで
は置塩モデルを価値 タームでみることによ って,
「不変 資本諸要素の低廉化」 と 「剰余価値率の上
昇 」という=二つの要因が利潤率 の低 ドを阻止 し,
かっそれを上昇 させる次第 を確認 しておこう。
いま生産財 部門 に新技術 が導入 され ると して,
この部 門の現行生 産方法 の もとで の利 潤率 をr1
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新生産方法がr・ 化 した もとで の利潤率 をr',と




まず は じめに,新 技術の導入によ って資本構成
が高度化 するにもかかわ らず,不 変資本価値 の低
ドによって利潤率低下が阻止され るとい う点か ら
みて いこう。 いま生産財部門で導 入 された新技術
が普及 し,生産財価値が低下 したとする(t1>tつ。
す ると置塩 モデルにおいては,こ れが直ちに投入
生産財のそれだけの率での価値低 ドに反映 され,
新技術 普及後 の新 しい利潤率 は この低廉化 した不
変資本価値 によって規定 されることになる。すな
わち(2')式にみ られ るよ うに,新技術の もとでの
利潤率を規定す る不変資本価値 はa',t、で はな く,
a'1t'1として測 られて いる。このように不変資本諸
要素の低廉化が直ちに利潤率低下 を阻ILする要因
とな ってい るのは,次 のよ うな置塩 モデルの構造
的特殊性 に起因する。 すなわ ちこの二部門モデル
においては,生 産財部門が集計化 された単一 の生
産部門 として扱われているたあ,そ こで は産 出財
の価値低下 と投入財 の価値低 ドが同時的に発生す
るものとな ってい るのである。 先のフ ァイ ンと同
様 の観点か ら置塩 モデルを批判 して いるウィー ク
ス(JohnWeeks)は,この点 の矛盾を次の ように
指摘 している。す なわち,置 塩 モデルにおいて は
「全生産部門が あたか も単一の生産単位 で あるか
のよ うに集計 されて扱われて いる。それに もかか




しか しその多部門モデルの構造 も,基 本的 にはこ
の二部門モデルの構造 すなわち,あ る生産部
門での新技術 の導入→当該 部門の生産物の この技
術 によって規定 される価値への低下→当該部門の
生産物を投入財 とする全生産部門での不変資本 コ
ス トの低下→生産財及 び消費財価値 の全般的低下
→新 しい均等利潤率の成立e利 潤率上昇,と い う
連動関係一 と同 じである。 しか し後 にみ るよう
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に(第6節),こ の多部 門 モデ ル に,新 技 術 の導 入
を め ぐる部 門 内競争 の帰 結 を明確 に導 入 し,さ ら
に こ こに,部 門 内競 争 と部 門 間競 争 との 時間 的肢
行 性 と い う要 因 を考 慮 す るな らば,平 均 利潤 率 の
動 向 は 「置 塩定 理 」 に お け るの と は全 く異 な った
様 相 に お いて現 われ て くるの であ る。
次 に,剰 余 価 値 率 の上 昇 が 利 潤 率 低 下 を 阻 止
し,且 っ そ れを上 昇 させ る要 因 と して モ デル に組
み込 まれ て い る ことを確 認 しよ う。 い ま生産 財 価
値 が低 下 した とす れ ば,消 費 財価 値 は消費 財 部 門
の技 術 が不 変 の ままで も低 ドす る。 なぜ な らば,
生 産 財 価値 が 低 下 すれ ば,消 費財 価値 を構 成 す る
「死 ん だ 労働 」 の価 値 が 直 ち に低 下す るか らで あ
る。 す なわ ち,現 行 の消 費財 価 値 は
t2=a2t,十zz
で あ るが,生 産財 価 値 が低 下 す れ ば消費 財 価値 は
変 化 して
t'2=azt'i十z2
とな り,tl>t'1であ るか ら明 らか に,t、>t'、
とな る。 そ して 消費 財価 値 の低 下 は,実 質 賃 金率
が不 変 の もとで は,剰 余 価 値率 を直接 に上 昇 させ
る。 す な わ ち現 行 技術 の もとで の剰余 価 値率 は,
(1/Rt、)-1であ るが,こ れ は消 費財 価 値 が低 下
(t2>t'2)すれ ば必 ず上 昇 す る。 す なわ ち
(1/Rte)-1<(1/Rt'2)-1
とな る。(上に示 した剰余価値率 は(1')(2')式の分子
の括弧内をそれぞれRt,およびRt'、で除 した ものにほ
かな らない。 また(1')(2')式の分子の括弧内は単位労
働時間当 りの剰余価値量を表わ している。 なお剰余価
値率 は生産財部門,消 費財部門ともに同 じ値をとる。)
さ らに置塩 モ デ ルで は,生 産 財 部 門 に新技 術 が
導 入 され生産 財 価値 が低 下 した場 合,消 費財 部 門
の価 値 夕一 ムでの利 潤 率 は必 ず上 昇 す る こ とに な
る。 とい うの は,生 産 財価 値 が低 下 す る前 と,低
下 した後 の消 費財 部 門 の利 潤 率 は それ ぞ れ次 の式
に よ って表 わ され るが
r2;τ2(1‐Rte)/(alt,十Z2Rt2)…… …(3')
rz=・TZ(1-Rt'2)/(a2t',十TaRt'2)…… …(4')
ここで(3')式と(4')式とを比較 す る と,(4')式
の分 母 は生 産 財価 値t'1と消費 財 価値t'、の低 下 に
よ り(3')式の それ よ り小 とな り,ま た分 子 は剰 余
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価値率の上昇 によ って(3')式のそれよ り大 とな
るのであるか ら,r',はr,よりも必ず大 となる。た
しかに置塩氏 が述べて いるよ うに,「生 産財 部門
だけが新生産方法 を導入 した として も,そ れが,
生活資料の生産 に直接,間 接投入 され るものであ
るか ぎり,剰 余価値率を高 あ,実 質賃金率が一定
で ある場合 には,利 潤率 を上昇 させ る」㈱ のであ
る。
しか しこの結論 も,二 部門 モデルの過度の単純
化 と,経 済学的 に不合理な分析方法一 すなわち
ここで は,個 別資本の新技術導入 とい う現在の問
題 と,そ の新技術 の成果 が当該部門及 び全生産部
門 に波及 し終 った後 の長期 の問題 とが,直 接 ・無
時間的に接合 されているのである一 の もとでの
み成立す るに過 ぎない。 そ して これ は,マ ルクス
の分析方法 とは根本的 に異 なるものである。
そ こで次に論 じられ るべ き問題 は,こ れまでみ
てきた置塩氏 の分析手法 とマルクスのそれとの根
本 的な相違 を明確 に し,そ の うえで,新 技術 の導
入 と利潤率変動 との相互関係の定式化 としてのマ
ルクスの論理 の優位性 を示 す ことで あるのだが,
その前に,置 塩 モデルを数値例でみ ることによっ
て,こ れ まで明 らか に してきた,こ のモデルの構
造的特殊性 を検証 してお こう。
第5節 数値例による 「置塩定理」の
因果構造の検証




R=0.01(Rは新技術導入後 も不変 とす る)
この数値の意味 は,例 えば次のよ うに解すれば
よい。生産財を鉄で代表 させ消費財 を小麦 とす る
と,鉄1ト ンの生産 のためには0.5トンの鉄 と50
時間 の直接労働が必要であ り,ま た小麦1ト ンの
生産 のためには鉄0.25トンと25時間の直接労働
が必要 である。1時 間の労働 について労働者 に支
払 われ る賃金 は,小 麦で測 って0.01トンで ある。
以上の ように仮定す ると,生 産財の単位当 り価
値t、と消費財 の 単位 当 り価値t,は次 の よ うに定





次 に,生 産 財 お よ び 消 費 財 の 単 位 当 り費 用 は以
ドの よ うで あ る。
a,t,十z,Rt2=50十25=75
alt,十z2Rtz=25十12.5=37.5
こ こで は,生 産 財 部 門 と消 費 財 部 門 の死 ん だ 労
働/生 きた 労 働(置 塩氏 が 「生 産 の有機 的構 成」 とよ
ぶ もの)は 等 し く(a,t,/z.=azt,/τ,=1),した が っ て
価 格 は 価 値 か ら乖 離 せ ず,両 部 門 で の等 しい剰 余
価 値 率 は等 し い利 潤 率 に 反 映 され て い る。 す な わ
ち





ま た,こ の価 値 と価 格 の乖 離 の な い 状 態 の も と
で の 生 産 財 と消 費 財 と の 相 対 価 値(価 格)を 求 め
て お け ば,
t1/t2==P1/P2・=1/2
で あ る。
さ て い ま 生 産 財 部 門 の 資 本 家 が 新 技 術
(a'1二〇.55,τ'1=27)
を 導 入 し た とす る(消 費 財 部 門 の技 術 は不 変 で あ
る)。 こ の 新 技 術 の 費 用 を現 行 価 値 で評 価 す る と
a',tt十τ'1Rt2=55十13.・i.5
で あ る か ら,75>68.5,す な わ ち
alt1十τ1Rt2>a'1tl十z',Rtz
とな り,こ の新 技 術 は 「コ ス ト基 準 」 を 満 た して
い る。
い ま,こ の よ り低 い 費 用 で 生 産 さ れ た 生 産 財 が
現 行 価 値 で 評 価 さ れ,販 売 され る とす れ ば,そ の
も と で の 利 潤 率r,0は 現 行 利 潤 率r1よ り も必 ず 高





次 に,こ の新 生産 方 法 が生 産財 部 門 に普及 し,
生 産 財 価値 が この新 技術 に よ って規 定 され る価値
に まで 低下 した場 合 を想 定 し,そ の と きの生産 財
の新 価 値t㍉ と消 費 財 の新価 値t'、,お よび この と










み られ るよ うに丁 新技 術 の普及 に よ る生 産財 価
値 の低下(100→60)は 不 変 資本 コス トを引 き下
げ,ま た これ は消 費財 価 値 の低 ドを通 じて剰 余 価
値 率 を上 昇(100%→150%)させ るた め,生 産 財 部
門 の利 潤 率 は,r°よ りは低 ドす るが,し か し初 発
の利 潤 率r,よ り上 昇 して い る。 た だ し,「 コス ト
基 準 」 基 づ く新技 術 の 導入 が,こ の技 術 が普及 し
た もとで の当 該部 門 の価 値 ター ムで の利 潤率 を必
ず上 昇 させ る とは限 らず,し たが って不 変 資本 価
値 の低 下 は,新 技 術 を導 入 した生 産財 部 門 につ い
て は,利 潤率 低 ドを 阻 止す る要 因 と して把 握 され
るべ きで あろ う。
これ に対 して,消 費 財 部門 の利 潤 率 は,技 術 が
不変 で あ るに もか か わ らず,こ の不 変 資本 コス ト
の低 下 と剰 余 価値 率 上昇 の影響 を直 接 に受 けて,
これ は必 ず 上昇 す る こ とに な る(こ れは前節で も指
摘 したとお りである)。こ こで は消 費 財 部 門 の利 潤
率 は,r,=33'/、%からr*1=60%へと,大 幅 に上 昇
して い る。
と ころで この よ うに生 産 財 部 門 で だ け新 技術 が
導 入 され,こ の 部門 の標 準 的生 産 方 法 だ けが変 化
す ると,生 産財 部 門 と消費 財部 門 の資本 構成 は相
違 す る こ とにな り,そ の結 果,新 しい価 値体 系 の
もとで は,両 部 門 の等 しい剰 余 価値 率((1/Rt'、)
i=150%)は異 な った利潤 率 に表 現 され る こと
にな る。 そ こで,こ の両部 門 の利潤 率 格 差が 相 対
価格 の変動 を通 じて調 整 され,両 部 門 の利 潤 率 が
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再 び均等化 される。 そ してその際 価格 は価値か
ら乖離 する。 ただ し 「置塩定理」は価格 タームで
その論証が行 なわれて いるため,こ の新 しい相対
価格 によって調整 され る利潤率格差 は,こ こでみ
たr*、とr*、との価値 ター ムでのそれ ではな く,
先 にみたよ うに,生 産財部門で新技術が導 入され
たことによ り,こ の部門 にi日来の価格状態 の もと
で成 立す る,旧 来のr,よりも高い利潤率r°zと,
消費財部門の旧来の利潤率r,との格差である。ま
た置塩氏 はここで,総 剰余価値が資本の有機 的構
成 を異にす るそれぞれの資本に,均 等 な利潤率 を
もた らすよ うに配分 されるとする ・マルクスの生
産価格決定方式 を否定 し,費 用価格 も生産価格化
されて表わ されなければな らない と考え るので,
新 しい均等利潤率および新 たな生産財 と消費財 と
の相対価格 は,第3節 で示 した(4)式 と(5)式
の連 立方程式 の解 によ って決定 され ることにな








ここで,r,rlo,r'のあ いだ に は次 の よ うな大 小
関 係 が あ る。 す なわ ち,
r=33`/3%,r,°'ニ46%,r'=42.85%
で あ るか ら,
r〈r'<r°,であ る。(なお,こ の命題 の同義反復的性
格 については,第3節 で指摘 したとお りである。)
次 に,こ れ まで述 べ て きた プ ロセ スを図 示 して
み よ う。 この 図 で,そ れ ぞれ の矩形 の面 積 は価 値
の人 き さを表 わ してい る。 こ こで まず,新 技 術 の
導 入 と最 大 可能 利 潤率 の動 向 との 関連 を確 認 しよ
う。 ① と② を み る と明 らか な よ うに,置 塩 モ デル
にお い て は生 産技 術 が物 的投 入係 数 で 与 え られ て
い るた あ,「コ ス ト基 準」に基 づ い て新技 術 が導 入
さ れ る とす れ ば,② のa',t、は決 して ① のa、t、+
τ1Rt、よ り大 と はな りえず,ま た,こ の不 変 資 本 コ
ス トが生 産 財価 値(ま たは価格)の なか に 占め る比
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注:△π、,△π2は価値 の生産価格化に伴 う,剰 余価値部 分についての価格の価値か らの乖離分である。
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であるか ら,新 技術導入後の価格体系が どのよ う
に変化 しようとも,そ の もとでの最大可能利潤率
は,決 して初発の利潤率以 ドとはな りえない。 そ
して このことは先 に第2節 で指摘 したよ うに,置
塩 モデルにお いては,各 個別資本家に とって も認
識 可能 な事実 とされなければな らないのである。
次 に この図か ら,第3節 で明 らかに した 「置塩
定理」の因果構造 は一 目瞭然である。 すなわ ち置
塩 モデルにお いては,ま ず は じめに,新 技術 を導
入 した生産部門に,現 行価格状態の もとで,よ り
高 い利 潤率 が成 立す る ことが前提 され る(① →
②)。次 いで,こ のよ り高 い利潤率(②)と 他の部
門が享受 しているこれ までの利潤率(⑦)と が相
対価格の変動を通 じて調整 され,結 局,こ れ まで
の利潤率(① と⑦)よ りも高い,し か し利潤率が
均等化 され る以前に,新 技術 を導入 した部門で経
過 的に成立するとされ た利潤率(②)よ りも低 い,
新 たな均等利潤率 が成 立する(④ と⑤)。(なおここ
では,④と⑤における生産価格は,総価値=総価格命題
が成立するものとして算定 してある。)そして以上 の
論理 を基本 とし,こ れ を支える価値論的基礎 と し
て,不 変資本諸要素の低廉化および剰余価値率 の
上昇 という要因がそのモデルに組 み込 まれてい る
ので ある。これが 「置塩定理」の因果構造 である。
そ して これ は先 に明 らか に したように,極 めて同
義反復的命題 であ り,ま た次 にみ るよ うに,そ れ
は 「利潤率傾向的低下法則」 を論定す る際のマル
クスの論理構成 とは根本 的に異 なる ものなのであ
る。
それでは次 ぎに,こ こで検証 した置塩 モデルの
因果構造 とマルクスの論理構造 との相違,及 び資
本制的蓄積過程のメカニ ズムの定式化 と してのマ
ル クスの論理の優位性を明 らかに しよう。
第6節 個別資本の投資行動と特別剰余
価値 ・成立→消滅のメカニズム
「利潤 率傾 向的低下 法則」 の成否 を明 らかにす
るためには,第3節 で指摘 したよ うに,部 門内競
争 と部門間競争 という,論 理次元 と時間的次元を
異 にする=二っの問題 を明確 に区別 し,そ の うえで
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まずは じめに,論 理的に も時間的にも後者 に先行
する部門内競争(それによって媒介される ・ある生産
部門での新技術導入とその普及)の帰結 として,この
部門にどのよ うな社会的価値,及 びどのよ うな平
均 的利潤率が成立 することにな るのかが明確にさ
れなければな らない。 この問題 の解 明を前提 に し
ては じめて,こ の部門内競争 を含蓄 しっっ行 なわ
れ る異部門間競争 を通 じての ・一般的利潤率の動
向が合理的に明 らかにされ得 る。 これが 「利潤率
の傾向的低 ド法則」を定立す るに当た ってのマル
クスの基本的な分析視角である。
しか しこれまでみてきた ところか ら明 らか なよ
うに,置 塩 モデル は,こ の部門内競争の過程 とそ
の帰結を,そ の本来の問題性 において は把握 しえ
ない論理構造 とな っていた。 その根本 的な原因 は
(松尾純氏 も指摘 しているように),置塩 モ デルで は
「『生産方法の変化』 の問題 を……ただちに 『標準
的生産方法 の変化』 の問題 として考 え」 ている130)
点 にある。すなわち,置 塩氏 はそのモデルにおい
て扱われ る 「生産方法 の変化」を次 のよ うに規定
しているので ある。 「われわれが問題 と して いる
それぞれの部門 の生産方法 は,各 企業の個別的生
産方法ではな く,そ の部門 の標準的生産方法であ
り,標準的生産方法 の変化 を問題 に している」「し




を媒介す るメカニズムの巾心論点 に据 えて いるの
が,ま さに この一生産部門内における 「特別利潤」
の成立→消滅 をめ ぐる個別諸資本間の競争 なので
ある。置塩氏 は 「法則」 の定 立に とって最 も肝要
なこの問題 を完全 に看過 し,看過す ることによ っ
て同時 に,個 別資本に とっての事実を社会の資本
総体 にとっての事実に解消 しているのである。 こ
の点 に対 す る置塩説 批判 は,既 に多 くの論 者 に
よってなされている㌔ それはまさにこの点 に,置
塩 氏 の分 析手法 の致 命的 な欠 陥が あ るか らであ
る。 それではこの 「特別利潤」 ・成立→消滅の問
題 を明確に導入 した場合,技 術進歩 と平均利潤率
の動 向 との関連 は,置 塩命題 にお けるの とは異
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な って,ど の よ うな様相 にお い て現 わ れて くるで





問題 を再 度 定 式化 す れ ば,こ こで 論 じられ るべ
き問題 は あ る一生 産部 門 にお け る,よ り高 い
利 潤率 を求 あて の個別 諸 資 本 の新技 術 導入 は,そ
れ が普及 した後 に,当 該 部 門 に どの よ うな利 潤 率
を成 立 させ る可能 性 が あ るか,で あ る。 した が っ
て こ こで は,異 部 門間 で の利 潤率 均 等化 に先行 す
る,あ る一 生産 部 門 の社会 的価 値及 びそ こで成 立
す る平均 的 な利 潤 率 の動 向 に問題 を特 定化 す るの
で あ るか ら,他 の生 産部 門 にお け る技 術 変化 お よ
び社 会 的価 値 の変化 はな い もの とす る。 また こ こ
で は よ り一般 的 に,生 産財 部 門 につ いて も消 費財
部 門 につ いて も複 数部 門 を想 定 す る。
い ま第k部 門 は生 産 財部 門 で あ る と し,第k商
品 を一 単位 生 産 す るたあ に,標 準 的 な生 産条 件 の
もとで,各 種 生産 財 お よび直 接労 働 が
(aka,akk,zk)(i=1,...,k‐1,k十1,...n)
だ け必要 で あ る とす る。 また第k商 品 の社 会 的価





こ こにお いて,rkは第k部 門 の平 均 的 な利 潤 率
(いまこれ は一般的利潤率 に等 しい ものとす る),t1は
投 入 され る生 産 財第i商 品 の社 会 的価 値 であ る。
またv=Σb,t,G=1,2,…,n)で,b、は単 位労 働
当 り労働 者 に支 払 わ れ る消 費財 第 」商 品 の使 用価
値 量,t、は第j商 品の 単位 当 り価 値 で あ る。 した
が って,vは 単 位労 働 当 りの賃 金 の価 値 表示 で あ
る(以下 の議論 において,vに変化 はない ものとする)。
(なお,以 一ドでダッシュのっ いたものは新技術の もとで
のそれを表わす。)また この標 準 的 生 産 方 法 の も と




で あ る。 さ て,い ま 第k部 門 の あ る 個 別 資 本 家
が,次 の よ うな 新 生 産 方 法 を 率 先 的 に 導 入 した と
す る。
(a'k;,a'kk,T'k)(i=1,...,k‐1,k十1,…n)
彼 が こ の 新 技 術 を 導 入 す る に 当 っ て,「 コ ス ト
基 準 」 に 基 づ い て 行 動 し た とす れ ば
Σak、t1十akktk十τ V
>Σa・kltl+a'kkt'、+τ'、V④
で あ る。 す る と こ の 個 別 資 本 家 の も とで の 第k商





しか しい ま,こ の新 技 術 を導入 した資本 の生 産
物 が そ の個 別 的価 値 に お いて で はな く,こ れ まで
の社会 的 価値 で評 価 され るとすれ ば,こ の個 別 資
本 の も とに は特 別剰 余 価値 が発 生 し,彼 の個 別 的
利 潤 率 は この部 門 の平 均 的 な利潤 率 よ り も高 くな




で あ る。 ここで④式 を考慮 して③ 式 と⑦ 式 とを比
較す れば,r、〈r*、で あ る こ とは明 らか で あ る。す
なわ ち 「コス ト基 準 」 に基 づ く新技 術 の率 先 的 な
導 入 は,そ れ を実 行 した個 別 資本 の個 別 的利 潤 率
を,こ の部 門 の平均 的 な利 潤 率 よ りも必 ず高 め る
これ が新生 産方 法 を率 先 的 に導 入 した個別 資
本 に認 識 され る事 実 で あ る。
しか し,こ の新 技 術 が普及 し当該 部 門 の社 会 的
価値 が⑤ 式 で規 定 され るt'、まで低 下 した と きに,
そ の も とで の利 潤 率 は初発 の利潤 率 と比 べ て どの
よ うな 関係 にな って い るで あ ろ うか。新 技 術 が普
及 した も と で の こ の 部 門 の新 た な平 均 的 利潤 率
r'、は次 の式 に よ って表 わ され る。
r'k-{t'k/(Σa'k、t1十a'kxt'k十τ'kv)}-1
これ を書 き換 え ると
1十r'k
=1/{Σa'ki(t1/t'、)+a'kk+Z、(v/tk)}……⑧




とな る。 ⑧式 と⑨ 式 とを比 較 して,も しこ こで
Σak;(t、/t'k)十a'kk十Zk(V/t'k)
〉 Σa・1(t、/t・)+a、、+τ、(V/t、)⑩
となれ ば,r'、〈r、とな り,新 技 術 が普 及 した もと
で の利 潤率 は,新 技術 導 入 前 の利 潤率 よ り低 下 す
る ことに な る。 果 た して その 可能 性 はあ るだ ろ う
か。結 論 か ら言え ば,そ の 可能 性 は大 いに あ る と
され な けれ ば な らな い。
な ぜ な らば まず,新 生産 方 法 の普 及 は当該部 門
の社 会 的価 値 を確 実 に低 下させ るので あ るか ら,
t1/t'、はt1/t、よ り も必 ず 大 とな り,ま たv/t'、は
v/t、よ りも必 ず人 とな る。 さ らに,新 技 術 が生 産
財 の物 的 投入 係 数 を 旧技 術 の それ に比 べ て大 な ら
しめ る とす れ ば
Σa'k1十a'kk>Σak、十 k
とな るの で,こ れ も新技 術 が 普及 した も とで利 潤
率 を低 下させ る要 因 とな る。少 な くと も導入 され
る新 技術 が必 ず逆 の関係,す なわ ち
Σraki+a'、k〈Σa、+akk
な る条 件 を満 たす こ とは資本 家 の新 技 術導 入 基準
を示 す④式 か らはraえず,ま た これ は各個 別 資本
家 に意 識 され る こ と もな い。 な ぜ な らば,投 入 生
産 財 の種類 が 新技 術 と旧技 術 とで は異 な るとい う
一 般 的 な場 合,使 用 価値 ター ムで それ らを比 較 す
る こと はで きな いか らあ る。 ま た仮 りに
Σak;十a'kk〈Σak,十akk
で あ った と して も,労 働節 約 的 な新 技 術 は,死 ん
だ労 働/生 きた労働 を高度 化 せ しめ るの で あ るか
ら
(Σak;t;一十a'kktk)/τ'k>(Σaklt、十akkLk)/Zk
で な けれ ば な らず,こ の こと は新 技術 の もとで の
投 入 労 働 量 τ'、が 著 し く低 下す る こ とを意 味 し,
この こ とと生 産 財 の物 的 投入 係 数 の低 ドとは,⑥
式 で示 され る当該 部門 の生産 物 の新 た な社 会 的価
値t'、を よ り一 層 低 ドさせ る。 そ して そ れ は先 に
み た よ うに,新 技 術 が普 及 した もとで の 当該部 門
の平 均 的 な利 潤率 の低 下 に作 用 す るの で あ る。 以
上 の ことか ら,新 技術 が普及 し,当 該 部 門 に新 た
な社 会 的価値 ・新 たな 平均 的利 潤 率 が成 立 した場
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合,そ れが新技術導入前の利潤率 よ りも低下す る
可能性 は大 いにあ るとされなければな らないので
ある。
さらにこのよ り一般的な多部門モデルにおいて
は,二 部門モデルか ら得 られた置塩氏の第一 の命
題 「コス ト基準」に基づ いて新技術 が導入 さ
れ るとすれば,そ の もとでの最大可能利潤率 は決
して初発 の利潤率以下 になることはない は成
立せず,新 技術が普及 したもとでの最大可能利潤
率が初発の利潤率以下 とな る可能性 も十分 にある
のである。 すなわち,新 技術を導入 しよ うとす る
一個別資本家 は,こ の技術 のもとでの最大可能利
潤率 を現行 の価値 夕一ムで把握す ることがで きる
が,そ れは彼が新生産方法を率先的に導入 した場
合 に成立 す る,彼 の個 別的利 潤率 を表 わす⑦ 式
の,vを0と お くことによって得 られる。 いまこ
の現行 の価値 タームで測 られた新技術の最大 可能
利潤率をr*k。。.としよ う。
r*kmax‐{Lk/(Σak,t,十a'kkt'k)}-1
である。 これ は書 き換 えると
1十r*kmax
藁1/{Σa'・1(t、/tk)+tak、(t'、/t、)}⑪
とな る。確 かに 「コス ト基準」 に基づい て 新 技
術が導入 される と す れ ば,r*、>r、であ り,また
r*kmax>r*、であ るか ら,現行価値で測 った新技術
の最大可能利潤率 は,決 して初発の利潤率以 下に
な ることはない。 しか し重要 なのは,新 技術 が普
及 しそれが一般化 した場合,そ のもとでの最大可
能利潤率 はこの式 によ って規定 される ものではな
くな るという点である。すなわち,新 技術普及後
の最人可能利潤率は,新 技術が一般化 した もとで
この部門に成立す る新たな平均的利潤率 を表わす




であ る。 この⑫式 と⑪式 とを比較 してみれば明 ら
かなよ うに,い ま第k商 品一単位生産す るために
必要 な第k商 品の投入量a'、、が,他 の生産財 の投
入係数 の和 Σa'、,に比べて相対 的に小で あるとす
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れば(これが一般的な場合である),新技術 の普及 に
よ る当該 部門 の社会 的価値 の低下 によ って(t/
tk)<(tl/t'k)とな るのであるか ら,rkm。。<r*km。。
となる可能性,す なわち新技術が普及 した もとで
の最大 可能利潤率 が,新 技術 の導入時点で各個別
資本家の 目に現われた最大 可能利潤率よ りも,小
とな る可能性が十分 にあるのであ る。 したが って
また,資 本の有機的構成の高度化 を反映す る生産
財投入係数の上昇 と当該部門の生産物 の社会的価
値 の低下 が十分 に進めば すなわち,⑫ 式 と⑨
式 とを比較 して,Σa'k、(tl/でk)がΣak1(tl/tk)よ
りも十分 に大 となればr、>rk。axと な る可能
性,す なわち新技術が普及 した もとでの最大 可能
利潤率が初発の利潤率以 ドとなる可能性 も排除 さ
れないのであ る。 そ してこの ことは新技術 が普及
した時点 では じめて,当 該部門 の資本総体 に とっ
て関知 され る事実 とな る。
以上 のことをマルクスの用 いた タームで言 い換
えれば,き わめて簡潔 に事態 の本質を把握す るこ
とがで きる。 すなわちいま,あ る生産部門で成 立
して いる社会 的価値 とその価値の構成 を次 のよう
に表わす。
Wo=C。十Vo十M。
また,あ る個別資本家が導入 しよ うと してい る新
生産 方法による個別的価値 を
W;=C,十V,十M,
で表わす。 ここにおいて,W⑪>W,で あ る。 また
この新技術が 「コス ト基準」に基づいて導入 され
た とすれば
CQ十Vo>C,十V1
であ る。いま,あ る個別 資本家が この新生産方法
を率先的 に導入 した時点で,こ の新生産方法によ
る生産物 の個別的価値W、 が,現 在 の社会的価値
W。で評価 され たとすれば,この資本家 はW。とWl
との差額 として,特 別剰余価値 △Mを 取得す るこ
とがで きる。 そ して彼の個別的利潤率 は当該部門
の平均的な利潤率 よ りも上昇す る。すなわち
(M,十DM)/(C,十V,)
>Mo/(Co十V。)
で ある。 しか し,こ の新生産方法 が普及 し,当該
部門の生産物 の社会的価値が この新技術によ って





よりも小 とな り,そ ればか りか
(V,一十一M,)/C1
<M。/(Co十V。)
とな る可能性 も十分 にあ るのである。
新生産方法 を率先的 に導入 した個別資本の もと
には,当 初,特 別剰余価値(利潤)が 発生す るが,
しか しこれは新生産方法の普及に伴 う社会的価値
の漸次的低 下によ って次第 に消滅 してい き,一 方
この対極においては,未 だ旧生産方法を用いる資
本家の もとで,彼 のより大 なる個別的価値 と漸次
的に低 ドす る社会的価値 との差額が 「負 の特別剰
余価値」 として,彼 の剰余価値か ら控除 されてい
く。 しか もこの 「負の特別剰余価値」 は,当 該部
門の生産物 の社会的価値の低 ドに伴 って,漸 次的
に増大 してい くので ある。 したが ってここにおい
て は,未 だ旧生産方法を用 いる資本家 は,新 生産
方法への速やかな転換を,ま さに 「破滅 の脅威を
もって強制 される」 のであ る。 このように,価 値
法則が 「競争の強制法則」 となって作用す る資本
制的蓄積過程の独特のメカニ ズムのなかで,当 該
部門の平均的な利潤率の低 下が不 ・∫避 となる。 こ
れが部門内競争の帰結なのである。
ところで,各 生産部門に均等 な利潤率を もた ら
す異部門間の諸資本の競争 は,こ のような 一生産
部門内で の諸 資本 の競争 を含 蓄 しつっ行 な われ
る。 したがって ここでみたよ うに,あ る生産部門
で,新 技術 普及後 の利潤率が新技術導入以前の利
潤率よ りも低下 す るとすれば,部 門間で均等化 さ
れ る平均利潤率 もまた,低 ドせざるを得ないので
ある。 ただ しこの場合,諸 生産部門での新技術の
導入 とその普及が諸生産物価値を低 ドさせ,そ れ
が消費財価値の低 ドを通 じて剰余価値率 の上昇 に
作用 し,ま たそれが不変資本諸要素の低廉化を通
じて資本 の価 値構成 の高度化 を阻 止す る とす れ
ば,そ れ はそのか ぎりにおいて,平 均利潤率の低
ドに対 して反対 に作用す る。 しか しこれ らの効果
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が全面的 に現われ るのは,あ る生産部門で新技術
が普及 し終 ってか らかな りの時間的経過 を経た後
であ り,こ の効果 が現われるときには,先 の独特
のメカニズムに媒介 され る部門内での諸資本の競
争 は,さ らなる資本構成 の高度化 のもとで新 たな
段階 を迎 えてお り,ま た部門間競争 もこの新 たな
段階での部門内競争を基準 と して展 開されている
のであるか ら,こ の ようなメカニズムによって媒
介 され る平均利潤率の低 下傾向と,こ れ に対 して
「反対 に作用す る諸要因」とを,置塩 モデルにおけ
るように,同 一 の論理次元で並置す ることは理論
的 に意味を もたない。すなわちファイ ンの指摘 し
て いるよ うに,「経 済が新 しい均衡点 に向か って
動 かな いな らば,も しくは技術 変化 を生 む過程
が,そ れ 自身,均 衡か らそれて いくように機能 す
るとすれば……均衡 は決 して達 せ られないか ら,
比較静学の結果 は無価値 なのであ る駒 。
補 説 置塩氏による 「標準的生産方法」
の規定について
置塩氏 の分析枠組みか ら 「各企業の個別的生産
方法」の格差 と 「特別利潤の問題」が完全に欠落
す るのは,氏 の 「標準的生産方法」につ いての特
異 な規定 による。すなわち置塩氏 は次 のように規
定 している。「標準的な生産条件 とい うのは,その
社会における通常の資力 と情報を もっ商品生産者
が新 たに,あ る部門に入 って きた ときに,採 用す
る生産条件 の ことである陶 と。 したが ってまた
社会 的価値 とは,こ の生産条件の もとで生産 され
る商品一単位 の価値で あるということになる。
だが社会 的価 値 を置塩氏 のよ うに規定 す る場
合,果 た してそれを現実化 させ るメカニズムが存
在するだろ うか。例 えばいま,「通常の資力 と情報
を もっ商 品生産 者 が新 た に」あ る新技術 を もっ
て,あ る生産部門 に参入 して きたと しよ う。 その
時その新技術 によ って生産 される生産物量が当該
部門の全産 出量 の中に 占める比 重が極 めて小で
あ ったとす る。 この場合,置 塩氏 の規定で は,当
該部門の生産物 の社会的価値 は直 ちに この新技術
によ って規定 され るもの に変化 す るのであ ろ う
か。 も しそ うであるとす るな らば,そ れを現実化
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させ るメカニズム(す なわち各個別資本家の投資行
動および価格設定行動)は どのよ うな ものであるの
か。また もしそ うでないとするな らば,こ の新技
術が当該部門 にどれだけ普及 した時 に,社 会的価
値 はこれによ って規定 される ものに変化す ること
になるのか。 そ してそれは何故か。 このよ うな,
氏の規定 する 「社会的価値」を現実化 させ る機構
を,置 塩氏 は一切 明確に して いない。 また現実 の
競争過程 のメカニズムのなかに,上 の置塩氏 の規
定 を合理的 に説 明 しうる論理 は存在 しないように
思 われ る。 したが って置塩氏 による 「標準的生産
方法」 の規定 は,現 実的根拠 を もたない架空 の規
定 と言わざるを得ない。 もしこの規定 に何 らかの
意義 があるとすれば,そ れは問題 の数学的処理を
容易にす るとい うことで しかあ り得 ないのではな
か ろうか。
これに対 して マル クスは,社 会 的価値 を諸個別
的価値の加重平均(個 別的価値の総計を総商品量で
除した商)と して規定 している。 この ことは,『資
本論』第3巻 第10章 「市場価格 と市場価値」の次
の論述か らして明 らかである。すなわ ち,「同 じ生
産部面の,同 じ種類の,そ してほぼ同 じ品質 の諸
商品 がその価値 どお りに売 られ る物 時 のその価
値,す なわ ち社会的価値 または市場価値 とは,良
い方の生産条件 と悪い方 の生産条件 の 「両極 と中
位 との加算 によって計算 された平均価値鞠 で あ
る,と 。 そ して この規定 は,確 か にそれ を現実化
させ る市場の メカニ ズムに基礎づ けられてい るの
で ある。
しか し置塩氏 は,社 会的価値が 「個別的価値の
加重平均で決 まると考え」 る 「このよ うな見解 は
次の三つの理 由か ら誤 りである陶 とす る。 その
第 …の理 由は,「価値 を個別 的価値 の加重 平均で
あるとす ると,そ の結果か らえ られるような投 下
労働量でその商品を… 単位生産で きるような生産
条件 は存在 しないか もしれない。……価値 は計算
上存在す るものではな くて,現 実 に存在 するあ る
商品 生 産 者 の必 要 労 働 時 間 で定 ま る もの で あ
る物 。第 一二の理 由は,「『平均説』で は地代論を合
理 的に理解す ることがで きない。……平均説によ
れば最劣等地 における個別的価値 は価値 よ りも高
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くなる。われわれの見解では最劣等地 における個
別的価値が価値 とな る駒 。そ して第=三の理 由は,
「平均説 が多 くの人々 によ って固 執される理由 は
社 会 的価 値 の総計 が,個 別 的価値 の総 計,し た
が って現実労働 の総計に等 しくなければな らない
とい う考えがその底 にあ るか らである。…… しか
し,社 会的価値の総計 は必ず しも,個 別的価値 の
総計に等 しい必要 はない。……また特別剰余価値
は決 して,他 の資本家の もとでの労働者 の搾取で
はな く,そこで生産 された もので ある。たとえば,
そ こでの2時 間の労働 は,5時間の価値 を生産 し,
したが って3時 問 の特別剰余価値を生産 している
ので ある勤 。
以上置塩氏が挙 げている三 つの理由は,い ずれ
も社会的価値を個別的価値 の加重平均 として規定
す ることの非合理性 を証明 していないばか りでな
く,逆 に,マ ルクスの方法 に対す る氏 の無理解を
表明 して いるだけのよ うに思われる。 まず置塩氏
の挙 げて いる第一の理 由にっ いて。「価値 は計算
上存在す るもので はな くて,現 実 に存在 するあ る
商品生産者の必要労働時間で定 まるものである」
というのは,先 に述べたように,置 塩氏の架空の
規定であ って,現 実に これを実現するメカニズム
は存在 しない。例えばマルクスが述べてい るよう
に 「有利 な極で生産 される商品量が……他方 の極
(悪いほうの条件)の もの と比 べてだけで はな く中
位の条件 の ものと比べて も,よ り大 きい範囲 を占
めているな らば,市 場価値 は中位 の価値 よ りも低
くな る。両極 と中位 との価値総額 の加算 によって
計算 された平均価値 は,こ の場合 には中位 の価値
よ りも低 い。 そ して,そ れは,有 利な極 が占める
範囲の相対的な大 きさによって,中 位の価値に近
くもなれば遠 くもなるX440)」のであ る。 このよ うに
「現実 にあ るものは,い つで もただ近似 だけ吻 な
のであ る。確かに 「この近似 は,資 本主義的生産
様式が発展すればす るほど……ますます進 んで く
る(421」とはいえ,社 会的価値 がいつで も必ず,「現
実 に存在す るあ る商品生産者 の必要労働時間で定
まる」 とは言えないのである。
「利潤 率傾 向的低下 法則」 の成否 をめ ぐる欧米
での論争において,置 塩説 の理論的前提 その もの
を批判 した ウィー クス(J。hnWeeks)の,この点
についての次 の指摘 は,的 を得 た もの と言える。
す なわち,「ある生産部門 のなかで,様 々な資本が
様 々 に異 な った生産 技術 を使用 して いた とすれ
ば,そ の ときには標準的生産条件 はその部門内で
の(様 々な資本 による)産 出量の配分か ら独立で
はない鞠 と。またウィークスは,置塩氏 の標準的
生産条 件 につ いて の規定 が成 立 す るため に は,
「全て の新資本 が最 も効率 的な資本 と全 く同一の
生産技術を もってある部門 に参入 してい く」 とい
う仮定㈹と同時に,「この部門に属 している全ての
資本家 もまた この最 も効率 的な技術 を採用 す る
か,そ れ とも生産 をやめ る,と い う仮定を も必要
とす る〔物 と し,置塩氏の 「それぞれの部門で唯一
の外生的 に与え られた技術 という仮定 は無効吻
であるとしている。
次 に置塩氏の挙 げる第二の理由について。社会
的価値を諸個別的価値 の過重 平均 として把握 した
と して も,農 業部門における生産物 の価値 は,最
劣等地 の農業生産物の個別的価値 によって規定 さ
れ るものとして(それは市場価値法則の変容された貫
徹形態として),把握 され うる。 そもそも置塩氏が
「価値の 「平均説」では地代論を合理的 に理解す る
ことができない」 と主張す ることの意味が明確で
はない。
第三 の理由にっいて。置塩氏 のように 「特別剰
余価値 は決 して,他 の資本家の もとでの労働者の
搾取で はな く,そ こで生産 された ものである」 と
す る場合,そ れは労働強度 の増大 による絶対 的剰
余価値の生産 と,概 念的 にどこで どのよ うに区別
され るのか。 また 「そ こで生産 された もの」 と規
定 され た特別利潤が,そ の資本の もとに固定化 さ
れ る ことな く,経 過 的 にのみ成立 す るの は何故
か。以上の諸点 も,置塩氏 によ って明確にはされ
ていない。
以上 を総 じて,置塩氏 による 「標準的生産方法」
の規定 と,社 会的価値を諸個別的価値 の加重平均
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